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第8困衛生工学シンポジウム
2000.11 北海道大学学術交流会館

浸水対策事業における費用便益分析調査

1 .はじめに

札幌市では，昭和 53年度から「アクアレ

インボー計画Jと名付けた浸水対策事業を展

開しており，雨水拡充管渠の整備やポンプ施

設の増強を進めている。この計画の一環であ

る東雁来雨水ポンプ場及び拡充管業XN-

03000系統の計酷排水区域(約 1，285ha)で

は，既成市街地での都市化の進展及び区画整

理事業に伴う雨水流出量の増加が見込まれる

ため，早急な対策が必要で、ある。

一方，最近は公共事業に対する透明性の確

保や効率的な執行が社会的に強く求められて

いる。下水道事業においても例外ではなく，

平成 10年 3月には「下水道事業における費

用効果分析マニュアノレ(案)Jが策定され，公

表された。建設省では平成 10年度から「新

規事業採択時評価Jを実施しており，事業の

効率的・効果的な実施と透明性・l客観性の確

保が鴎られている。

菅野襲介 O染失洋 (札幌市下水道局)

そこで本市では，事業規模の大きい東雁来

地区の浸水対策計画について，その投資効果

を費用使益分析により調査，事業の帯用性に

ついて検討を行った。

2.調査概要

調査対象広域である東雁来地区を図-1に，

調査フローを図-2にそれぞれ赤す。

J
 

調査対象区域・施設の確認

氾濫量算定手法の検討 被害額算定苧法の検討

確率年5jlJr巴濫水深の推定 資産推定基礎資料の収集整理

図-2 ID書資フロー
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①浸水シミュレーションによる被害の算定

修正RRL法及びー・二次元不定流解析に

より，対象託域内のメッシュ毎提水深を求め

た。

この浸水深をもとに被害額を算定する際，

これまでは f治水経務調査要綱Jが多く利用

されてきた。しかし，この要綱において根拠

とlされる数値等は昭和 40年代ものであり，

現在の社会情勢からは少しかけ離れたもので

あると考えられる。

そこで，平成 10年 12丹に未定稿ながらも

f治水経済調査マニュアノレ(案)Jが要綱に替

わるものとして捷示されたことから，このマ

ニユ白アル(案)を基に被害額算定を行った。

さらに，被害額として計上する項屈につい

ては r大都市における雨水整備研究会jより
提示されている検討報告書を参考にしており，

甚接被害においては調査対象区域に当てはま

るものを，鰐接被害においては調査対象区域

に当てはまるもの及び算出手法が確立されて

いるものを計上した。

陸一3に被害計上項目を，表-1fこ降雨規

模・計画規模別被害額をそれぞれ示す。 道賂被害

浸水による通行不能

の時間的損失

浸水箇所の清婦・消毒

等の臨時出費

浸水による

精神的損失

交通渋滞による精神的

損失，浸水への不快感

緊急対策費

間

接

被

害

降罵規模・計闇規模別被害額

降罰 1時間 現況の 言十商年次の

規模 降雨量 被害額 被害額

年 mm/hr 官万円 百万円

10 35.0 30，349 O 

30 43.7 42，518 34，909 

50 47.6 44，640 39，189 

100 53.1 50，282 43，586 

設-1

※本検討では，太枠の被答項関投計上した。

*については，事業所被害のみ計上した。

被害計上項目図-3

②代替費用法による費用便益分析

代替費用法は，浸水シミュレーションによ

り求めた降雨競模・計画年次別の浸水被害額

から，表-21こ示した手法により年平均被害

軽減額を算出，これを雨水整備便益とするも

のである。この便益から，現在価値上七較法及

び鶴易比較法を用いて，費用{更益分析を行っ

た。
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義一2 代替費用法による便益の算定根拠:年平均被害軽減額

降雨
年平均 W;'-l"-' WlI 降罰規模に W;い1"'-'WlI W;，-l'-"""W; 
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a )現在価値比較法

事業着手から整備完了後 50年目まで

の期間，年次別費用と便益について社会

的割引率 (4%)により現在価値化を行い，

その期間の総和の費用と鑓益を比較する。

b)簡易詑較法

事業全体計額の完了までに要する総費

用を一括算定し，耐用年数及び利子率

(4%) によって年当たり費用に換算，

年当たり便益と比較する。

③ヘドニックアブローチによる費用便益分析

ヘドニックアプローチは，社会資本整備な

どの事業による姑果がその土地の魅力，すな

わち地価に反映されるという「キャピタリゼ

ーション仮説Jに基づいて，事業の効果を定

量化する手法である。

具体的には，対象区域の地価データ(公示

地錨等)・地錨属性データ(容積率等)・過去

の浸水の有無及び危険度(浸水ランク)から，

重田帰分析により油価関数を作成し，それを

基に将来の地価属性データを作成，事業実施

の宥無それぞれの地儲を比較した。

随一4Iこへドニックアプローチによる効果

算定フローを，表-3に地倍関数の設定結果

をそれぞれ示す。

地{語鵠数の作成

l 面価データの収集¥P

斗立=1，・・・，In)
地鏑属性データの収集

対象地区のゾーンニング

z'i (i=1，・." n) よ p'=p(z' 1， """， z'n) 

各ゾーンの代薮地命属性データの設定 l

図-4 ヘドニックアブローチによる

効果算定フロー
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3. 調査結果及び考察

それぞれの手法における調査結果を表-4

に示す。いずれの手法においても浸水対策事

業による便益が費用を上回り，事業の経緯的

な有用性が確かめられた。

各手法における費用便益分析結果の考察を

以下に示す。

各々の費用便益比において，

a)簡易比較法〉現在価億比較法

現在値値比較法は便益の発生する前の事

業着手時点から整備後 50年間の累計便益

を計上している。つまり，効果の発現して

いない時点、での便益・費用を累計している

ため，簡易比較法よりも小さな催となった

と考えられる。

b)代替費用法>ヘドニックアプ口ーチ

代替費用法においては，地域の特殊性に

依存しない金調一律の被害率・資産評価額

などを用いており，調査対象地区の水準よ

り高い値だったのではないかと考えられる。

へドニックアプローチにおいては，調査

対象地区における浸水危機意識が低く，公

示地価などに反映されていないのではない

かと考えられる。

本報では，治水経済調査要綱に替わる新し

い指針であるf治水経済調査マニュアノレ(案)J

のほか r下水道事業における費用効果分析
マニュアル(案)J ，大都市における雨水整備

研究会の検討報告書などを用い，浸水対策事

業における費用便益分析調査の結果を報告し

た。

今後の課題としては，間接被害計上項自の

瀧択，浸水に対する不快感の単価設定方法な

ど，間接被害に関する計測手法の確立が挙げ

られる。

表-3 地価関数の設定結果

ln (地価) = 1.056 X 10-3・(容積率)

十1.959X10・2・(道路幅員)

-4.297 X 10-2・ln(最寄り駅

までの距離)

-9.672X 10-し(凌水ランク)

十11.47

浸水ランク:浸水実績あり之江 1

河川高水位より低地=1

上記がともに該当=3

表-4 調査結果

代替費用法
ヘト。ニック

現在価値 簡易 アブ。ロ}チ

比較法 比較法

費 用 23，991 1，552 1，552 
C 百万円 百万円/年 百万円/年

{更 益 53，996 4，954 2，191 
B 百万円 百万円/年 百万円/年

費用便益
2.251 3.192 1.412 

比 B/C

費用便益 30，005 3，402 639 
差 B心 百万円 百万円/年 百万円/年

整備後，

備考 50年まで
累計
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